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こ
れ
か
ら
の
取
り
組
み

　
行
政
運
営
を
す
る
に
あ
た
っ
て
、
財
源（
お

金
）や
職
員（
人
）と
い
っ
た
経
営
資
源
に
限
り

が
あ
る
中
で
、
少
子
高
齢
化
の
進
行
や
市
民

ニ
ー
ズ
の
多
様
化
に
対
応
す
る
た
め
、
今
後
さ

ら
に
業
務
量
が
増
大
す
る
こ
と
が
見
込
ま
れ 

ま
す
。

　
市
で
は
こ
れ
ま
で
、
業
務
量
が
増
大
す
る
な

か
、
職
員
数
を
な
る
べ
く
増
や
さ
な
い
よ
う
に

努
め
て
き
ま
し
た
。
ま
た
、
給
料
の
適
正
化
を

進
め
、
給
料
水
準
の
一
つ
の
指
標
で
あ
る
ラ
ス

パ
イ
レ
ス
指
数
が
、
平
成
30
年
4
月
時
点
で
県

内
54
市
町
村
中
33
位
と
な
っ
て
い
ま
す（
詳
し

く
は
５
面
へ
）。

　
今
後
も
、「
民
間
活
力
の
活
用
」や「
事
業
の

見
直
し
」を
行
う
と
と
も
に
、
業
務
の
手
順
の

見
直
し
や
事
務
の
簡
素
化
を
す
る
こ
と
で
、
効

率
的
な
行
政
運
営
を
実
現
し
、
そ
の
分
市
民
の

皆
さ
ん
へ
の
丁
寧
な
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
で
き
る

よ
う
努
め
て
い
き
ま
す
。

　
効
率
的
な
行
政
運
営
を
行
う
た
め
に
、
そ
れ

ぞ
れ
の
業
務
に
無
駄
が
な
い
か
検
証
を
し
、
事

務
の
さ
ら
な
る
見
直
し
を
行
い
ま
す
。

　
一
つ
の
例
と
し
て
、平
成
30
年
度
に
実
施
し
た

R
P
A（
※
）の
実
証
実
験
で
は
、
パ
ソ
コ
ン

の
操
作
時
間
が
60
パ
ー
セ
ン
ト
程
度
削
減
で
き

た
こ
と
か
ら
、
今
年
度
か
ら
一
部
の
部
署
で
試

験
導
入
を
し
て
お
り
、
今
後
も
適
用
範
囲
を
広

げ
て
い
き
ま
す
。

　
こ
う
し
た
事
例
も
含
め
、
あ
ら
ゆ
る
可
能
性

を
探
っ
て
さ
ま
ざ
ま
な
取
り
組
み
を
重
ね
る
中

で
、
市
の
組
織
を
ス
リ
ム
化
し
効
率
的
な
人
員

配
置
を
行
う
こ
と
で
、
市
民
サ
ー
ビ
ス
の
低
下

を
招
か
な
い
こ
と
を
前
提
に
人
件
費
の
抑
制
を

図
っ
て
い
き
ま
す
。

　
行
革
へ
の
市
民
の
皆
さ
ん
の
意
見
を
8
月
19

日
か
ら
9
月
18
日
ま
で
募
集
し
、
た
く
さ
ん
の

意
見
・
提
案
を
い
た
だ
き
ま
し
た
。
こ
れ
ら
は

市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
紹
介
し
て
い
ま
す
。

効
率
的
な
行
政
運
営
の
実
現

効

パ

が

00

パ

　

市
で
は
令
和
元
年
・
２
年
度
の
２
年
間
を
行
革
（
行
財
政
改
革
）
の
集
中
取
組
期
間
と
し
て
い
ま
す
。

今
号
で
は
取
り
組
み
の
柱
の
１
つ
で
あ
る
「
業
務
改
善
」
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

〜
業
務
改
善
〜

「
行
革
」で
変
わ
る
船
橋
の
未
来
●vol.7

問
行
政
経
営
課
☎
436
・
2
4
6
2

6つの柱で行革に
取り組みます

事業の見直し

民間活力の活用

公共工事の見直し

使用料等の見直し

歳入の確保

業務改善
7/1
号

9/1
号

8/1
号

11/1
号

拉致問題をはじめとする北朝鮮当局による人権侵害問題には、国際社会を挙げて対応していかなくてはなり
ません。皆さんがこの問題に関心を持つことが、解決への第一歩となります。   問地域福祉課☎436-231412月10日㈫～16日㈪は北朝鮮人権侵害問題啓発週間

次
回（
広
報
ふ
な
ば
し
２
月
１
日
号
）は
、「
公

共
工
事
の
見
直
し
」を
お
知
ら
せ
し
ま
す

塚田地区の新設小学校名の最終案

　毎年12月4日から10日は「人権週間」です。
誰もが幸せに生活していくために、一人一人が
お互いの違いを認め、尊重し合える社会を作り
ましょう。
困ったときは
　法務局船橋支局とフェイス5階で、人権擁護
委員が無料で人権相談に応じています。予約は
不要です。相談内容の秘密は厳守されます。
▶ 常設相談　①㈪～㈮午前8時30分～午後5時
15分※㈷を除く／千葉地方法務局船橋支局内
相談室（海神町2☎431-3681）※電話相談可 
②毎月第2・3・4㈭午後1時～4時※㈷を除
く／フェイス5階相談室
▶ 人権週間特設相談所　12月2日㈪午後1時～
4時※先着順／フェイス5階相談室
▶電話相談
　○みんなの人権110番☎0570-003-110
　○子どもの人権110番☎0120-007-110
　○女性の人権ホットライン☎0570-070-810

　3年4月に開校する塚田地区の新設小学校の校
名を募集し、362件の応募がありました。この中
から、開校準備委員会が「塚田南小学校」を最終案
として選定しました。今後、教育委員会会議と市
議会の議決を経て、正式に決定します。

校章デザインを募集
　児童や地域の皆さんに愛着を持ってもらえるよ
う、シンボルとなる校章のデザインを募集します。
〈応募方法〉12月20日㈮（必着）までに、応募用紙
を学務課（〒273-8501※住所不要 FAX 436- 
2854 Eメール gakumu@city.funabashi.lg.jp）へ
■応募用紙は学務課で配布するほか、
右のコードからも取り出せます。

問学務課☎436-2856

問市民の声を聞く課☎436-278712/4㈬～10㈫は人権週間 「塚田南小学校」に
どんなお話でも
伺います 

　「人権」と聞くと、堅苦しい印象を受けるか
もしれませんが、住まいの環境・人間関係・
家族のことなど、皆さんが悩んでいる身近な
ことも、根底に人権問題が関わっていること
があります。誰に相談していいか分からない
困りごとがあったら、どんなことでもいいの
で気軽に相談してください。人権に関する問
題か、どうしたら解決できるかを一緒に考え、
内容によって専門機関もご紹介します。

船橋人権擁護委員
協議会

会長  加藤 廣行さん

常勤職員数 再任用短時間職員数
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常勤職員
4822人
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4913人

常勤職員
4620人

常勤職員
4695人

342億円 349億円 355億円 356億円 357億円

常勤職員
4938人

※職員数は、各年４月１日
※ 人件費には、特別職や一般職（非常勤含む）に支給される給料・報酬のほか、
退職手当や健康保険料の使用者負担分等を含む

＜人件費と職員数の推移＞

社会の変化に適切に対応した
市民サービスの実現

業務改善業業業業業業業業業業 善業務改善業 善業務プロセス
の見直し

事務の簡素化

ICT活用
（RPAなど）

時間外縮減
組織の見直し
（定員管理、配置方法
の見直しなど）

I
C
T
活
用
の
具
体
例
：
R
P
A
の
活
用（※）RPA（Robotic Process Automation）は、

定型的なパソコン操作を自動化し、事務処理
業務の効率を向上させる技術です

R
P
A
導
入
後

R
P
A
導
入
前

効率化効率化

定型作業に時間がとら
れている

手作業では入力ミスの
　　リスクも


